
若
者
雇
用
促
進
法

と
は

　

若
者
雇
用
促
進
法
の
正
式
名
称
は
、

﹁
青
少
年
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る

法
律
﹂
で
す
。
旧
勤
労
青
少
年
福
祉
法

を
大
幅
に
改
正
し
、
名
称
を
変
更
す
る

形
で
、
平
成
27
年
９
月
18
日
に
公
布
さ

れ
ま
し
た
。
若
者
雇
用
促
進
法
は
、
次

の
制
度
を
柱
と
し
て
い
ま
す
。

⑴　
青
少
年
雇
用
情
報
の
提
供
（
若
者

雇
用
促
進
法
13
条
・
14
条
︒
以
下

﹁
法
﹂
と
い
い
ま
す
）

　

新
卒
者
の
募
集
・
求
人
申
込
を
行
な

う
事
業
主
は
、
次
の
①
~
③
の
類
型
そ

れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
列
記
さ
れ
た
事
項
を

提
供
す
る
よ
う
努
め
ね
ば
な
り
ま
せ

ん
。
ま
た
、
応
募
者
、
応
募
の
検
討
を

行
な
っ
て
い
る
者
、
お
よ
び
求
人
申
込

を
行
な
っ
た
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
や
職
業
紹

介
業
者
か
ら
求
め
が
あ
っ
た
場
合
に

は
、
各
類
型
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
少

な
く
と
も
１
つ
の
情
報
提
供
が
義
務
付

け
ら
れ
ま
す
。

①　

募
集
・
採
用
に
関
す
る
状
況︵
若
者

雇
用
促
進
法
施
行
規
則
５
条
１
項
１

号
︒
以
下
﹁
規
則
﹂
と
い
い
ま
す
︶

ア　

過
去
３
年
間
の
新
卒
採
用
者
数
・

離
職
者
数

イ　

過
去
３
年
間
の
新
卒
採
用
者
数
の

男
女
別
人
数

ウ　

平
均
勤
続
年
数

②　

職
業
能
力
の
開
発
・
向
上
に
関
す

る
状
況
︵
規
則
５
条
１
項
２
号
︶

ア　

研
修
の
有
無
お
よ
び
内
容

イ　

自
己
啓
発
支
援
の
有
無
お
よ
び
内
容

ウ　

メ
ン
タ
ー
制
度
の
有
無

エ　

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
制

度
の
有
無
お
よ
び
内
容

オ　

社
内
検
定
等
の
制
度
の
有
無
お
よ

び
内
容

③　

企
業
に
お
け
る
雇
用
管
理
に
関
す

る
状
況
︵
規
則
５
条
１
項
３
号
︶

ア　

前
年
度
の
月
平
均
所
定
外
労
働
時

間
の
実
績

イ　

前
年
度
の
有
給
休
暇
の
平
均
取
得

日
数

ウ　

前
年
度
の
育
児
休
業
取
得
対
象
者

数
・
取
得
者
数
（
男
女
別
）

エ　

役
員
に
占
め
る
女
性
の
割
合
お
よ

び
管
理
的
地
位
に
あ
る
者
に
占
め
る

女
性
の
割
合

　

こ
れ
ら
の
情
報
の
提
供
は
、
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
等
か
ら
提
供
を
求
め
ら
れ
た
場

合
を
除
い
て
努
力
義
務
に
と
ど
ま
り
ま

す
が
、
大
学
等
へ
の
求
人
申
込
に
際
し

て
は
、
厚
労
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
が
テ
ン

プ
レ
ー
ト
を
提
供
し
て
い
る
青
少
年
雇

用
情
報
シ
ー
ト
（
図
表
１
）
の
提
出
を

若
者
雇
用
促
進
法
が
平
成
27
年
に
公
布
さ
れ
、
順
次
施
行
さ
れ
て
い
ま

す
。
同
法
で
は
「
事
業
主
等
指
針
」
を
定
め
る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
こ

の
ほ
ど
指
針
が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
改
正
内
容
を
確
認
し
ま
す
。

銀
座
南
法
律
事
務
所

弁
護
士

中
　
村
　
　
新
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事
実
上
求
め

ら
れ
る
こ
と

が
多
く
な
っ

て
い
ま
す
。

ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
へ
求
人
申

込
を
行
な
う

場
合
は
、
求

人
申
込
書
の

書
式
に
、
こ

れ
ら
の
情
報

の
記
載
欄
が

設
け
ら
れ
て

い
ま
す
。

　

な
お
、
新

卒
者
は
、
就

職
情
報
サ
イ

ト
や
採
用
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ

に
ア
ク
セ
ス

す
る
方
法
、

求
人
者
に
直

接
メ
ー
ル
ま

た
は
書
面
で

連
絡
す
る
方

法
、
も
し
く

は
、
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
や
職

業
紹
介
事
業

者
を
介
す
る

方
法
で
、
こ

れ
ら
の
情
報
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る

と
さ
れ
て
い
ま
す（
規
則
６
条
・
７
条
）。

　

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
は
、
情
報
提
供
を
求

め
た
こ
と
を
理
由
と
す
る
不
利
益
取
扱

い
や
、
説
明
会
で
情
報
提
供
を
求
め
る

行
為
を
マ
イ
ナ
ス
に
評
価
す
る
言
動
を

行
な
う
こ
と
、
応
募
者
が
情
報
提
供
を

求
め
た
と
い
う
事
実
に
採
用
面
接
で
触

れ
る
こ
と
な
ど
、
不
利
益
取
扱
い
を
疑

わ
れ
る
行
為
を
行
な
わ
な
い
よ
う
、
企

業
に
周
知
し
て
い
ま
す
（
後
述
す
る
指

針
も
参
照
し
て
く
だ
さ
い
）。

⑵　
求
人
の
不
受
理
（
法
11
条
）

　

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
は
、
政
令
（
平
成
28

年
政
令
４
号
）
で
定
め
る
一
定
の
労
働

関
係
法
に
違
反
し
、
法
律
に
基
づ
く
処

分
、
公
表
、
そ
の
他
の
措
置
が
講
じ
ら

れ
た
求
人
者
に
つ
い
て
、
新
卒
者
の
求

人
申
込
を
受
理
し
な
い
こ
と
が
で
き
る

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
規
定
を
受
け
、
平
成
28
年
３
月

１
日
よ
り
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
は
次
の
法

違
反
に
よ
り
是
正
勧
告
を
受
け
、
あ
る

い
は
公
表
さ
れ
た
企
業
に
つ
き
、
新
卒

者
の
求
人
申
込
を
一
定
期
間
不
受
理
と

し
て
い
ま
す
。

①　

労
働
基
準
法
と
最
低
賃
金
法
に
関

す
る
一
定
の
規
定
に
違
反
し
た
場
合

ア　

１
年
間
に
２
回
以
上
同
一
条
項
の

違
反
に
つ
い
て
是
正
勧
告
を
受
け
て

い
る
場
合
→
法
違
反
が
是
正
さ
れ
、

図表１　青少年雇用情報シートの記載例
青少年雇用情報シート（企業全体での【正社員 ／ 正社員以外】に関する情報です）

※海外支店等に勤務している労働者については除外した情報となります

事業所名 株式会社 ハローワーク商事 求人番号 ○○○○○-×××××× ○○○○○-△△△△△△ 記入日：2021 / 4 / 10

１　募集・採用に関する情報 企業全体の情報 【○○区分】に関する情報

①
直近３事業年度の新卒者等の採用者数

前年度
13 人

2年度前
9 人

3年度前
12 人

前年度
5 人

2年度前
4 人

3年度前
5 人

直近３事業年度の新卒者等の離職者数
前年度

1 人
2年度前

2 人
3年度前

5 人
前年度

0 人
2年度前

0 人
3年度前

1 人

②
直近３事業年度の新卒者等の採用者数（男性）

前年度
8 人

2年度前
6 人

3年度前
7 人

前年度
3 人

2年度前
3 人

3年度前
3 人

直近３事業年度の新卒者等の採用者数（女性）
前年度

5 人
2年度前

3 人
3年度前

5 人
前年度

2 人
2年度前

1 人
3年度前

2 人

③ 平均継続勤務年数 18.5 年 16.3 年

※従業員の平均年齢
　（参考値として、可能であれば記載してください。） 41.7 歳 43.2 歳

２　職業能力の開発及び向上に関する取組の実施状況

① 研修の有無及びその内容 有 ・ 無 新入社員導入研修、英語講座（通信制）、簿記検定講座（社外講座）、管
理職研修 等

② 自己啓発支援の有無及びその内容 有 ・ 無 業務に資するとして会社が認めた資格について取得費用の全額補填

③ メンター制度の有無 有 ・ 無

④ キャリアコンサルティング制度の有無及びその内容 有 ・ 無 入社直後、入社３年目等の節目に人事担当者によるキャリア等に関する
相談を実施

⑤ 社内検定等の制度の有無及びその内容 有 ・ 無 自動車販売技能検定

３　職場への定着の促進に関する取組の実施状況 企業全体の情報 【○○区分】に関する情報

① 前事業年度の月平均所定外労働時間 15.5 時間 21.2 時間

② 前事業年度の有給休暇の平均取得日数 10.7 日 8.6 日

③ 前事業年度の育児休業取得者数／出産者数
女性
9 人 ／ 12 人

男性
3 人 ／ 50 人

女性
6 人 ／ 7 人

男性
1 人 ／ 19 人

④ 役員及び管理的地位にある者に占める女性の割合
役員

22.1 ％
管理職

30.5 ％
※　④については、雇用形態に関わらず企業全体における割合を示しています。�

出典：厚生労働省「就労実態等に関する職場情報を応募者に提供する制度について」

雇用保険適用事業所番号　1234-567890-1
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是
正
後
６
か
月
経
過
す
る
ま
で
不
受

理
イ　

違
法
な
長
時
間
労
働
を
繰
り
返
し

て
い
る
企
業
と
し
て
公
表
さ
れ
た
場

合
→
ア
と
同
じ

ウ　

対
象
条
項
違
反
に
よ
り
送
検
さ

れ
、
公
表
さ
れ
た
場
合
→
送
検
さ
れ

た
日
か
ら
１
年
経
過
す
る
ま
で
不
受

理
（
是
正
後
６
か
月
経
過
す
る
ま
で

は
不
受
理
期
間
を
延
長
）

②　

男
女
雇
用
機
会
均
等
法
と
育
児
・

介
護
休
業
法
に
関
す
る
規
定

　

法
違
反
の
是
正
を
求
め
る
勧
告
に
従

わ
ず
公
表
さ
れ
た
場
合
、
法
違
反
が
是

正
さ
れ
、
是
正
後
６
か
月
が
経
過
す
る

ま
で
不
受
理
。
対
象
と
な
る

規
定
に
つ
い
て
は
、
図
表
２

の
と
お
り
で
す
。

⑶　
ユ
ー
ス
エ
ー
ル
認
定
制

度
（
法
15
条
か
ら
17
条
）

　

若
者
の
採
用
・
育
成
に
積

極
的
で
、
雇
用
管
理
の
状
況

な
ど
が
優
良
な
中
小
企
業

（
常
時
雇
用
す
る
労
働
者
が

３
０
０
人
以
下
の
事
業
主
）

を
厚
生
労
働
大
臣
が
認
定
す

る
制
度
で
す
。

　

厚
労
省
が
設
定
す
る
認
定

基
準
を
満
た
し
、
ユ
ー
ス
エ

ー
ル
認
定
さ
れ
た
企
業
は
、

厚
労
省
が
運
営
す
る
検
索
シ

ス
テ
ム
や
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
ー
ビ

ス
・
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
求
人

情
報
提
供
端
末
で
ユ
ー
ス
エ

ー
ル
認
定
企
業
と
し
て
検
索

可
能
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に

求
人
票
を
提
出
し
た
ユ
ー
ス

エ
ー
ル
認
定
企
業
は
、
各
都

道
府
県
労
働
局
や
ハ
ロ
ー
ワ

ー
ク
が
開
催
す
る
企
業
説
明
会
・
就
職

説
明
会
に
優
先
的
に
参
加
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

⑷　
事
業
主
等
指
針
（
法
７
条
）

　

厚
生
労
働
大
臣
は
、
事
業
主
等
の
責

務
に
関
し
、
事
業
主
等
が
適
切
に
対
処

で
き
る
よ
う
、
必
要
な
指
針
を
定
め
る

と
し
て
い
ま
す
。

　

改
正
前
の
指
針
は
、
平
成
27
年
厚
労

省
告
示
第
４
０
６
号
で
示
さ
れ
ま
し

た
。
労
働
条
件
の
明
示
、
固
定
残
業
代

制
を
採
用
す
る
場
合
の
必
要
事
項
の
明

示
、採
用
内
定
取
消
し
防
止
へ
の
努
力
、

青
少
年
雇
用
情
報
の
提
供
に
当
た
っ
て

の
留
意
事
項
な
ど
が
、
改
正
前
の
指
針

の
内
容
で
す
。

事
業
主
等
指
針
の 

改
正

　

近
年
、
内
定
者
に
対
す
る
他
社
へ
の

就
職
活
動
の
妨
害
、
就
職
活
動
中
の
学

生
に
対
す
る
リ
ク
ル
ー
タ
ー
の
セ
ク
ハ

ラ
行
為
な
ど
が
広
く
報
道
さ
れ
、
社
会

問
題
化
し
ま
し
た
。

　

そ
の
よ
う
な
趨
勢
を
受
け
、
厚
労
省

は
、
こ
と
し
４
月
30
日
付
の
告
示
（
令

和
３
年
厚
労
省
告
示
１
８
７
号
）
で
、

事
業
主
等
指
針
に
、
事
業
主
等
が
講
じ

る
べ
き
措
置
と
し
て
、
次
の
４
つ
を
追

加
し
ま
し
た
。

図表２　求人不受理の対象となる規定
１．過重労働の制限などに関する規定
強制労働の禁止 労基法５条

左記の規定を労働者派遣
法44条（４項を除く）の
規定により適用する場合
を含む

賃金関係の規定（最低賃金、割増賃
金等） 労基法24条、37条１項および４項、最低賃金法４条１項

労働時間 労基法32条、36条６項（２号および３号に係る部分に限
る）、141条３項

休憩、休日、年次有給休暇 労基法34条、35条１項、39条１項、２項、５項、７項お
よび９項

２．性別や仕事と育児などの両立に関する規定
妊娠・出産等を理由とする不利益取
扱いの禁止等

男女雇用機会均等法９条１項、２項および３項、11条の
２第１項

左記の規定を労働者派遣
法44条（４項を除く）の
規定により適用する場合
を含む

性別を理由とする差別の禁止、セク
ハラ等 男女雇用機会均等法５条、６条、７条、11条１項

妊娠中、出産後の健康管理措置 男女雇用機会均等法12条、13条１項

育児休業・介護休業の申出があった
場合の義務、不利益取扱いの禁止等

育児・介護休業法６条１項、10条、12条１項、16条、16
条の３第１項、16条の４、16条の６第１項、16条の７、
16条の10、18条の２、20条の２、23条の２、25条、52条
の４第２項、52条の５第２項

所定外労働等の制限
育児・介護休業法16条の８第１項、16条の９第１項、17
条１項、18条１項、19条１項、20条１項、23条１項、２
項および３項、26条

男女同一賃金の原則 労基法４条

妊産婦の坑内業務の制限等 労基法64条の２（１号に係る部分に限る）、64条の３第
１項、65条、66条、67条２項

３．その他、青少年に固有の事情を背景とする課題に関する規定

労働条件の明示
労基法15条１項および３項、職業安定法５条の３第１項

（労働者の募集を行なう者に係る部分に限る）、第２項お
よび第３項

年少者に対する労働基準 労基法56条１項、61条１項、62条１項および２項、63条
※�「若者雇用促進法のあらまし（若者向け）」（厚生労働省）６ページをもとに筆者作成
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⑴　
募
集
情
報
等
提
供
事
業
者
・
募
集

者
等
に
お
け
る
個
人
情
報
管
理

　

求
人
サ
イ
ト
・
求
人
情
報
誌
の
運
営

業
者
・
募
集
者
等
は
、
職
業
安
定
法
に

基
づ
く
職
業
紹
介
事
業
者
等
指
針
に
基

づ
き
、
求
職
者
・
募
集
者
等
の
個
人
情

報
を
適
切
に
取
り
扱
う
こ
と
と
さ
れ
ま

し
た
。

⑵　
公
平
・
公
正
な
就
職
機
会
の
提
供

　

採
用
内
定
ま
た
は
内
々
定
と
引
き
換

え
に
、
他
の
事
業
者
に
対
す
る
就
職
活

動
を
取
り
や
め
る
よ
う
強
要
す
る
等
の

行
為
を
禁
止
し
ま
し
た
。

⑶　
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
問
題
へ
の
対
応

　

事
業
主
は
、
自
ら
雇
用
す
る
労
働
者

が
、
就
職
活
動
中
の
学
生
や
イ
ン
タ
ー

ン
シ
ッ
プ
中
の
学
生
に
対
す
る
言
動
に

つ
い
て
相
当
な
注
意
を
払
う
よ
う
配
慮

す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
事
業
主
は
、
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス

メ
ン
ト
指
針
等
に
基
づ
き
、
職
場
に
お

け
る
パ
ワ
ハ
ラ
、
セ
ク
ハ
ラ
、
マ
タ
ハ

ラ
等
の
防
止
の
た
め
、
雇
用
管
理
上
の

措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

⑷　
内
定
辞
退
等
勧
奨
の
防
止

　

旧
指
針
の
内
定
取
消
し
の
防
止
か
ら

一
歩
踏
み
込
み
、
採
用
内
定
者
に
対
し

て
自
由
な
意
思
決
定
を
妨
げ
る
よ
う
な

内
定
辞
退
の
勧
奨
を
行
な
わ
な
い
こ
と

と
さ
れ
ま
し
た
。
指
針
の
概
要
を
図
表

３
で
示
し
ま
す
。�

●▲

な
か
む
ら　

あ
ら
た　

企
業
の
労
働
問
題
を
得
意
と
す
る
。
客
観
的
な
視
点
も
あ
わ
せ
て
事
案
の
筋

を
把
握
し
、
対
立
利
益
と
の
勘
案
の
バ
ラ
ン
ス
を
大
切
に
し
、
依
頼
者
の
問
題
解
決
を
目
指
す
。

図表３　事業主等指針の概要
１．事業主が青少年の募集や採用等に当たって講じるべき措置
労働条件などの明示 労働条件の明示などに関する事項を遵守すること。
固定残業代制を採用する
場合の諸事項の明示

諸条件（固定残業代に関する労働時間数、金額の計算方法、固定残業代を除外した基本給の額、固定残業時間を超える時間外労働、休日労
働および深夜労働分の割増賃金を追加で支払うこと）を明示すること。

学校卒業見込者などへの
配慮

①当初明示した条件を変更し、削除し、または当初明示した条件に含まれない従事すべき業務の内容などを追加することは不適切であること。
②�原則として、採用内定時に労働契約が成立する場合、採用内定時までに労働条件の明示および変更等明示が書面により行なわれているこ

とに留意すること。
公平・公正な就職機会の
提供

採用内定または採用内々定と引き換えに、他の事業主に対する就職活動を取りやめるよう強要すること等の青少年の職業選択の自由を妨げ
る行為等については、青少年に対する公平・公正な就職機会の提供の観点から行なわないこと。

内定取消しの防止に努め
ること等

採用内定者について労働契約が成立したと認められる場合には、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない採用
内定取消しは無効となることに十分に留意し、採用内定取消しを防止するため最大限の経営努力などを行なうこと。
また、やむを得ない事情により採用内定の取消しを行なう場合には、対象新卒者の就業先の確保について最大限の努力を行なうこと。

内定辞退等勧奨の防止 採用内定者について、労働契約が成立したと認められる場合には、当該採用内定者に対して、自由な意思決定を妨げるような内定辞退の勧
奨は、違法な権利侵害に当たるおそれがあることから行なわないこと。

ハラスメント問題への対
応

①�事業主は、雇用する労働者が、就職活動中の学生やインターンシップを行なっている者等に対する言動について、必要な注意を払うよう
配慮することが望ましいこと。

②�事業主は、パワーハラスメント指針等に基づき、職場におけるパワーハラスメント、セクシュアルハラスメントならびに妊娠、出産、育
児休業等に関するハラスメントの防止のため、雇用管理上の措置を講じること。

青少年雇用情報の提供に
当たっての留意事項

①青少年雇用情報のすべての項目について情報提供することが望ましいこと。
②具体的な項目の情報提供を求められた場合には、特段の事情がない限り当該項目を情報提供することが望ましいこと。
③情報提供の求めを行なった学校卒業見込者などに対して、当該求めを行なったことを理由とする不利益取扱いをしないこと。
④�情報提供の求めに備え、あらかじめ提供する情報を整備しておくことが望ましいこと。また、その求めがあった場合には、速やかな情報

提供に努めること。
既卒者に対する募集条件
設定等

既卒者についても、新規学校卒業予定者の採用枠に応募できるような募集条件を設定するとともに、当該条件の設定に当たって、既卒者が
卒業後少なくとも３年間は応募できるものとするなどの措置を講じるよう努めること。

新規学校卒業予定者の採
用時期 新規学校卒業予定者の採用時期については、通年採用や秋季採用の導入など個々の事情に配慮した柔軟な対応を積極的に検討すること。

勤務制度の導入などに関
する措置

希望する地域などで働ける環境を整備するため、事業主は、地域を限定して働ける勤務制度の積極的な導入や、採用後の就業場所などを限
定した採用区分の将来のキャリア展望に係る情報開示といった措置を講じるよう努めること。

２．事業主が青少年の職場への定着促進のために講じるべき措置
能力向上のための措置を
講じるよう努めること

青少年の職場への定着を図り、その能力を有効に発揮することができるようにする観点から、研修や職業訓練などを通じて、青少年の仕事
に対する能力を高める措置を講じるよう努めること。

３．特定地方公共団体および職業紹介事業者などが青少年の雇用機会の確保や職場への定着促進のために講じるべき措置

募集情報提供業者による
就職支援サイトの運営

①�就職支援サイトで提供する情報はわかりやすいものとすること、提供する情報の量を適正なものとすること、青少年の主体性を尊重した
サービスの提供を行なうことなどについて配慮すること。

②�相談窓口の明確化など、当該事業に係る労働者となろうとする青少年からの苦情を迅速、適切に処理するための体制の整備および改善向
上に努めること。

③学生、生徒などを対象とする事業を行なうときは、学業への影響を考慮した適正な事業運営を行なうこと。
④�募集情報提供事業者は、職業安定法に基づく職業紹介事業者等指針（注）第４に基づき、求職者等の個人情報を適切に取り扱うこと。ま

た、募集者等についても同様とすること。
（注）�求職者等の個人情報の取扱いについて、①個人情報の収集、保管および使用、②個人情報の適正な管理、③個人情報の保護に関する

法律の遵守等にかかる事項を規定している。

青少年雇用情報の提供

①�特定地方公共団体および職業紹介事業者は、求人の申込みを受理する際に、求人者に青少年雇用情報の提供を求めるとともに、すべての
青少年雇用情報を提供するよう働きかけ、学校卒業見込者などに対する職業紹介に活用することが望ましいこと。また、特定地方公共団
体および職業紹介事業者は、就職支援サイトを運営する場合は、事業主の青少年雇用情報について、可能な限りすべての項目が掲載され
るように取り組むこと。

②�募集情報等提供事業者は、自らの運営する就職支援サイトに、事業主の青少年雇用情報について、可能な限りすべての項目が記載される
ように取り組むこと。

※新指針で追加された措置は太字
※�「若者雇用促進法のあらまし（若者向け）」（厚生労働省）、「若者雇用促進法に基づく『事業主等指針の概要』」（厚生労働省)、および令和３年改正指針本文をもとに、筆者作成
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